
第 137回伊達市災害対策本部会議 
平成 24年 10月 23日（火） 

9時 30分～ 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の推進について 
 
 
 
 
（2）Cエリアの除染について 
 
 
 
 
（3）除染推進センターだより（第 11号）の発行について 
 
 
 
 
（3）農業情報誌「たがやす」（第 3号）の発行について 
 
 
 
 
 
2 その他 
（1）災害対策号（第 68号）の発行について 
 
 
 
 
 
 
 
 
次回  11/6（火）  10時 00分  ～ 
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第 137回本部会議の概要について 

1 実施日時等 
平成 24年 10月 23日（火） 9：30～10：30 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の推進について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

10月 16日現在における進捗状況である。Aエリアの作業状況で、前回から進捗した部分は資

料中アンダーラインで示したとおり。霊山町小国中組で、仮置場の造成が完了した。家屋の除

染完了戸数は、243戸。総数が約 2,500戸であるから、全体の約 1割が完了した状況である。 

また、仮置場の確保に関しては、市全体での契約済み箇所数は 36 箇所、面積にして 164,851

㎡に達し、必要面積から見た不足分は、43,006㎡まで減った。 

Bエリアの除染業務発注方針やその他の事項は、資料に記載のとおりである。モニタリングが

終了し、設計が完了次第、早急に発注をしていきたい。 

 

（市民生活部長） 

仮置場の確保が滞っているわけではないが、ごく一部の反対、極端に言えば、地区内に 1人の

反対者がいるために、仮置場の決定に至らないという現状がある。これまで、全員の同意があ

るということを基本に進めて参ったが、困難なケースがある。このことは市長に相談し、具体

的な対策の検討が必要であるとの考えを持っている。 

 

（市長） 

先の報告と、当災害対策号に掲載した内容は関連している。迅速に除染作業を行わなければな

らないという状況の中で、大多数が賛成するものの、一人が反対するために、仮置場の決定・

除染が進まないという状況がある。このことは、何とか解決しなければならない。 

基本的には、全員が了解し納得するのが望ましいのであるが、一部住民が感じている仮置場に

対する不安というものも、わからないわけではない。しかし、科学的には、「心配は絶対に不

要です」と自信を持って言える。そこで、仮置場が除染に不可欠なことを切り口として、当災

害対策号には仮置場の決定に係る記事を掲載した。 

 

大多数が仮置場の決定に賛成しているものの、一部が反対するために決定に至らない地区は数

地区ある。民主主義の原則は多数決と言うが、過半を超えたから良いかというと、必ずしも全

てのことに当てはまるわけではない。特に、こうした問題の場合は難しい。 

しかし、早急に行わなければならない仮置場の確保、除染作業について、少数の反対のために

前進できないことは、健康被害のことも鑑みれば、いたずらに時間が経過していくことを見過

ごすことはできない。さらに、市の立場からしても、住民に仮置場の決定について任せたまま

で、仮置場が決まらないのであれば、仕方ないという態度でもどうなのか、と疑問を持つ。 

 

地域自治、住民自治というものは非常に大切で、尊重すべきものであると考えているが、とは

言っても、限界がある部分が多少なりともある。 
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住民自治であるから、町内会において多数決を持って仮置場の決定に至ってもいいが、行政組

織でないために、やはりそうした判断は難しいであろう。そうした様子であるならば、市の立

場としても、住民に任せきりという姿勢は取れないのではないか。 

 

したがって、市民全体の健康を守るべき立場にある市が、客観的に見て、十分な話し合いが行

われたと考えられる状況にもかかわらず、ごく少数の反対で物事が進まないということを放置

しておくことは、市としてはいかがなものか。 

市の判断により仮置場の決定を行い、迅速な除染を進めるということも必要ではないかと考え

ている。 

 

（財務部長） 

市長のお話にもあったように、当市はこれまでも住民自治を尊重している。そうした中、仮置

場の確保・除染の推進という点については、時間的に、早急に対策を取ることが要求されてい

る。こうした問題の性質上、十分な話し合いが行われた状況にもかかわらず、仮置場の決定・

除染が進まない場合には、市の判断により仮置場の決定を行うことは、これまでの当市におけ

る住民自治の方向性と矛盾しているものではないと思われる。 

ただ、市が最終的な責任を持って仮置場の決定をすることは、反対者がいる状況の中で行われ

るものであるから、当市としては、仮置場の安全性やその後の管理といったことについて、よ

り一層慎重を期する必要があると考えている。 

また、除染の工期設定は、仮置場が順調に決まるということを前提に考えられており、始まっ

てみれば仮置場の決定が進まずいたずらに時間が過ぎてしまい、本当に必要な除染が急速に進

められないとすれば、住民サービスの提供という点で問題が生じることも出てきかねない。 

なるべく早急に市の方針を固め、対応する必要があるのではないかと思われる。 

 

（産業部長） 

只今の仮置場に関するお話は、主に生活圏の除染により生じる廃棄物のことであろうが、農業

関係の除染により生じる廃棄物の仮置場についても、昨年同様、厳しい局面を迎えている。 

特に、農業関係の除染により生じる廃棄物の仮置場は、昨年と同様ではいけないという話が出

ている。そうした状況に鑑み、仮置場を造成したいと考えているが、やはり、農業関係の仮置

場の問題を取り巻く環境は、生活圏の仮置場と同様の様相である。 

それに対処するためには、市としてのしっかりした方針のもとに行うことが必要であると考え

ている。 

（市長） 

柿（あんぽ柿）の処分に関しては、福島環境再生事務所へ相談して、強く要請すべき事項であ

ると考えている。ぜひ、福島環境再生事務所へ問題を訴えること。現在、焼却は出来ない状況

であるから、それに変わる何らかの対応を取るなど、対策が必要である。何とか、1～2箇月以

内に対策を考えたいものである。 

放射能対策政策監を中心に、連携を取りながら進めてほしい。 

 

Bエリアの工区割りについては、上保原工区を分割して進捗状況を示していただきたい。 
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（2）Cエリアの除染について 

除染推進センター所長が資料により説明した。 

資料は、ホットスポット上の除染前後 1cm、50cm、100cm高及びホットスポット 1m周囲に

おける線量を比較し示したものである。例えば、ホットスポット上 1cmで 3.24μSv/hあった

場合に、1m右に離れた地点の線量は、0.35μSv/hであったことを示している。ホットスポッ

トがあっても、1m離れれば、さほど影響のある数字ではないということがわかる。 

そうしたホットスポットを除染した場合に、覆土しない場合は、1.55μSv/hまで、覆土した場

合は、0.95μSv/hまで線量が低減した。 

しかしながら、除染後における 1m高の線量は大きく変化しなかった。その点、Cエリアにお

いて、平均線量約 0.35μSv/hの場合は、除染を行っても、1mの高さにおける除染の効果は見

られないものであると考えられる。 

 

先日、伊達・梁川地域で説明会が終了した。その中では、意見として「当市の A、Bエリアと

桑折町では行政が除染を実施しているにもかかわらず、当市の Cエリアの除染は、なぜ自分た

ちで行わなければならないのか。」という趣旨の発言があった。 

しかし、今回の Cエリア除染例を見れば、Cエリアの除染は限定的なもので十分良いのではな

いかと考えられるから、こうした結果をご理解いただき、安全・安心の観点からは、市民協働

を踏まえ、町内会長を主導とした早めの除染で十分な効果が得られるものと感じている。 

 

除去物の一時保管容器としては、「除染太助」を、伊達・梁川・保原・霊山のセンターに配置

し、支給を開始している。一定の遮蔽効果もあり、支給の詳細については添付資料に掲載のと

おりである。 

 

（梁川総合支所長） 

梁川地区では、各地区での説明会が終了した。様々な意見・要望が出ているが、基本的には、

ホットスポット把握のための線量モニタリングは、町内会で実施してもらう。 

（伊達総合支所長） 

伊達地区では、10月 19日（金）に、伊達地域除染推進本部を立ち上げた。Cエリアの除染の

進め方を全体で確認し、明日(10/24)町内会長会議を開催し、町内会長に説明する予定である。 

（保原総合支所長） 

本日（10/23）、Cエリア内の地権者の方から、仮置場としての土地を提供しても良いというお

話があった。また、11月 1日（木）に委員会の開催を予定していたが、日程の都合につき、11

月 5日の週に開催したいと考えている。 

（霊山総合支所長） 

10月 29日（月）に説明会を開催する。 

（月舘総合支所長） 

月舘地域は、Cエリアはない。仮置場に関しては、6つの大字地区のうち、1つの大字地区は、

地区内 1箇所の仮置場に話がまとまろうかというところである。それ以外は、各町内会単位で

具体的に進めるところも数箇所出てきている。今後、より具体的に仮置場の選定作業を進めて

いきたい。 
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（市長） 

基本的な考え方として、Cエリアは、ホットスポットをどうするかということである。非常に

線量の高いホットスポットがあり、例えば、30cm 表土を除去しても線量が下がらないという

事例もあるかもしれない。そうした場合、それに対してどうすれば良いかはもう決まっていて、

ある程度表土を取り、土で覆えば良いのである。 

よって、どのようにしてホットスポットを把握するかのほうが重要な問題である。どういった

手法でホットスポットの把握ができるモニタリングを実施するか。 

 

現時点では、おおよそどういった場所がホットスポットになりやすいかということは分かって

いる。とすると、モニタリングをした方が良い場所の指導とか、そうした方法が必要ではない

か。測定用紙を定型で作成し、ホットスポットがもうないことを示せるとか、検討してほしい。 

 

もうひとつは、どのようにして、市民の安全を保つかということである。その点では、ホット

スポットが無い・除去できたということを目で見てもらう手段として、ガンマカメラがある。

10 月中くらいには、市にガンマカメラ 2 台が整備される予定である。そのガンマカメラをぜ

ひ上手に活用したいものである。 

 

最後に、Bエリアは、二分するとすれば、Aエリアの可能性もあるし、逆に Cエリアの可能性

もあるということだ。つまり、全面的に除染をしなければならない家屋もあれば、Cエリアと

ほとんど変わらない線量の家屋もあろう。そのため、月舘地域にも Cエリアに極めて近い線量

の家屋が無いとは言えない。線量モニタリングが終わったということだから、今後、実際の除

染を計画していく際に、こうしたことを考えてもらいたい。 

 

（3）除染推進センターだより（第 11号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

梁川町屋敷通町内会における除染に向けた放射線モニタリングの記事が主である。仮置場等説

明会の実施状況や裏面の放射線測定器の使用方法等については、掲載のとおりである。 

なお、裏面の下部には、7 月から可能になった、庭木、枝及び雑草等の伊達地方衛生処理組合

の受入れの件について掲載した。なお、注意事項の箇所に「必ず名前を記載してください」と

あるが、「名前がないものは収集できません」と修正したい。 

 

（4）農業情報市「たがやす」（第 3号）の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

あんぽ柿の加工自粛に係る記事を主として、自家用農産物のモニタリング調査結果及び平成 24

年度産米の全量全袋検査の実施状況等について掲載した。 

 

（市長） 

除染推進センターだよりにも掲載された、伊達地方衛生処理組合での受入れが可能になった庭

木等のことについては、「名前がないものは収集できません」という旨を徹底して周知するこ

と。家庭から出る庭木等に限定されていることに注意が必要である。 
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（衛生処理組合事務局長） 

除染推進センターだより掲載の事項については、庭木等の長さ等に若干の修正をお願いしたい。

長さが 80cm、束の直径が 30cm である。生活空間にある庭木の剪定枝に限るものであり、畑

や造園等、事業系ごみに属する枝は受け入れられない。事業系ごみの枝については、今後、仮

設焼却炉の整備に向けて、農家全体の総意として、要望等をあげていただければと考えている。 

現在の処理方式である準連続燃焼式ストーカ炉は、重量の半分以上の水分を含んでいる柿は燃

やせない。そうした状況も鑑み、農家全体の要望として、仮設焼却炉が必要であるという意見

をまとめていただければ、こちらとしても大変動きやすい。 

（産業部長） 

仮設焼却炉に関しては、総意をまとめるよう働きかけたい。 

平成 24年度産米の検査状況は、10月 21日現在、検査済みが 90,000袋を越えた。1回目の検

査のピークは超えたと感じている。今後、保原分を主として、第 2回目のピークを迎えるかと

いうところ。検査終了後は、来年度の測定に備え、検査機器は㈱大崎の倉庫内保管スペースに

保管する。 

 

 

2 その他 
（1）災害対策号（第 68号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

地区の仮置場決定に際しては、町内会の役員の方等が非常に苦労をされている。そうした方の

意見は非常に大きい。 

また、先に財務部長から話があったように、どのように市が判断するかということ。標準的な

判断基準を作らなければならない。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24年 11月 6日（火） 10時 00分～ 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


